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付注１ アンケート調査について 

 
 
１．消費者向けウェブ・アンケート「IT による利便性向上と需要創出効果に関する調

査」 

 
（１）調査対象 

goo Research のインターネットアンケート・モニター。調査対象は、①性別､②

年齢（15 歳～69 歳：10 歳刻み）、③居住地域（東京、東京以外）、の 3 点につき、

日本の人口分布とほぼ合致するように抽出し、調査を実施。 
（２）調査期間 

2004 年 8 月 6 日（金）～2004 年 8 月 10 日（火） 
（３）回収数 
 1,120 票 
 
 
２．企業向けウェブ・アンケート「IT が企業の生産性や経営組織改革に与える影響に

関する調査」 

 
（１）調査対象 

goo Research のビジネスモニター。なお、上場企業（一部、二部）2,040 社につ

いては別途経営企画担当宛にダイレクトメールを送付し、インターネットアンケー

トへの協力を依頼した。 
（２）調査期間 

2004 年 8 月 6 日（金）～2004 年 8 月 17 日（火） 
（３）回収数 
 1,423 票 
（４）回答者の属性 

回答総数 1,423 100.00%

上場一部 668 46.94%

上場二部 127 8.92%

上場（店頭公開） 112 7.87%

上場（東証マザーズ） 6 0.42%

ナスダックジャパン 31 2.18%

未上場 479 33.66%
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付注２ IT 消費を含む消費関数の推定 

 
 IT 関連の財・サービスの消費の拡大は、消費全体の需要拡大に結びついているのか、

それとも他の消費の節約による代替にとどまっていて、需要拡大にはつながっていない

のか。この点を検証する１つの試みとして、IT 消費を含む消費関数を推計した。 
 
１． 消費関数の推計結果 

 推計した消費関数は、通常のエラー・コレクション型の消費関数に、IT 消費を説明

変数として加えたものである。 
 IT 消費の拡大が消費全体の拡大に結びついていれば、推計結果において、IT 消費に

かかる係数は有意に正となるはずである。一方、IT 消費が他の消費からの単なる代替

にとどまり、消費全体に影響を与えていなければ、両者は無相関となり、IT 消費にか

かる係数は有意とはならないと考えられる。 
 推計結果は以下の通りである。これを見ると、IT 消費にかかる係数は短期・長期と

も 5％水準で有意であり、IT 消費の増加は単なる代替にとどまらず、消費全体の拡大を

もたらしていると考えられる。 
 
〔長期均衡式〕 

ln Ct = 3.49 ***+ 0.51*** ln Yt + 0.23*** ln FAt + 0.015** ln ITt 

   (7.25)   (9.70)        (8.60)         (2.42) 
 
〔短期調整式〕 

△ln Ct = －0.00－0.38*** ECt-1=+ 0.17**△ln Yt+ 0.24***△ln FAt+ 0.089**△ln ITt 
            (-0.16)  (-4.21)      (2.20)        (2.75)          (2.27) 
 
  ただし、C: 実質家計最終消費支出, Y: 実質可処分所得, FA: 実質家計金融資産残高, 

IT: 実質 IT 消費, EC: 誤差修正項 

推計期間は 80 年 1Q～04 年 2Q 
（  ）内は t 値。***は 1％有意、**は 5％有意を示す 
 

【データ】 
C: 内閣府「国民経済計算」の実質家計最終消費支出（帰属家賃を除く）。 
Y: 内閣府「国民経済計算」の実質家計可処分所得。ただし、2003 年 2Q~2004 年

2Q は、QE の雇用者報酬の伸び率により家計可処分所得の伸び率を予測する式

を回帰し、これにより推定される伸び率で延長した。 
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FA: 日本銀行「資金循環勘定」の家計金融資産残高を家計最終消費支出デフレータ

で実質化。ただし、93SNA 準拠ベースの家計金融資産残高は 97 年 4Q 末以降

のデータしかないため、それ以前については、68SNA 準拠ベースの個人金融資

産残高の伸び率で遡及した。なお、推計にあたっては、各期の期首残高（＝前

期末残高）を用いた。 
IT: 総務省「家計調査」より、世帯の実質消費支出全体に占める実質 IT 消費支出の

割合を求め、これを国民経済計算の実質家計最終消費支出（帰属家賃を除く）

に乗じることにより、マクロの実質 IT 消費を求めた。IT 消費の範囲は、篠崎・

手嶋(2004)「IT 関連指標の作成とそこからみた現状」未来経営 No.12 に倣った。

品目ごとに消費者物価指数（該当する指数が存在しない場合は企業物価指数）

により実質化した。 
 
なお、いずれの系列も、季節調整を行った上で用いた。 

 
 
２． IT 消費が消費全体にもたらした影響の推定 

 上記の推定結果より得られた長期の弾力性係数に IT 消費の増加率を乗じることによ

り、最近の IT 消費の増加が消費支出の長期均衡水準に与える影響を試算した。 
 
  弾力性係数［0.015］ × 2000 年以降の実質 IT 消費の増加率［56.2％］ 
    ＝ IT 消費の増加による実質家計最終消費支出の増加率［0.8％］ 
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付注３ 消費者余剰の推計について 

 
（１）携帯電話 
 携帯電話の需要関数を推計し、それを基に 2000 年度以降の携帯電話料金の低下による消

費者余剰の増加額を求めた。 
 具体的には、2000 年度以降の相対価格低下と、それによってもたらされる理論的な需要

量（加入者数）の変化（需要関数を用いて算出）から、消費者余剰の増分となる台形面積

（（価格低下前の需要量（上底））＋（価格低下後の需要量（下底））×価格の低下幅（高さ）

／２）を求めた。需要関数推計には価格指数を消費者物価指数（総合）で除した相対価格

を用いたため、消費者余剰額の算出の際にはデフレーターを乗じて名目の消費者余剰額に

変換した。 
 
需要関数の推計結果は以下のとおり。 
 
 ⊿ln(GDP) ⊿ln(P) DD D.W. Adj.R2 

係数 
(t 値) 

8.278 
(6.291) 

－1.671 
(－3.986) 

0.398 
(4.169) 2.164 0.794 

（備考）１．内閣府「国民経済計算年報」、総務省「情報通信に関する現状報告」「消費者物価指数」、日本

銀行「企業向けサービス価格指数」、(社)電気通信事業者協会年報、㈱情報通信総合研究所編

「情報通信ハンドブック」、各社公表資料等より作成。 
    ２．推計式は以下の通り。最小二乗法を用いた。 
      ⊿ln(Q)＝α＊⊿ln(GDP)＋β＊⊿ln(P)＋γ＊DD 
    ３．変数の定義は以下の通り。 
      Q 加入者数 
      GDP 実質 GDP 
      P 相対価格 

（企業向けサービス価格指数（携帯電話）を消費者物価指数（総合）で除した） 
      DD 1994～1996 年度の急激な需要増による需要曲線のシフトを示すダミー変数 
    ４．推計期間：1988～2002 年度。 
 
（２）パソコン 

 携帯電話と同様、需要関数を推計し、同様の方法により 2000 年度以降の価格低下による

消費者余剰の増加額を求めた。 
需要関数推計の推計結果は以下のとおり。 
 
 C ln(GDP) ln(P) D.W. Adj.R2 

係数 
(t 値) 

3.890 
(0.316) 

0.697 
(0.667) 

－0.612 
(－4.199) 1.869 0.859 

（備考）１．内閣府「国民経済計算年報」、総務省「消費者物価指数」「家計調査年報」等より作成。 
    ２．推計式は以下の通り。一階の系列相関を仮定した一般化最小二乗法を用いた。 
      ln(Q)＝C＋α＊ln(GDP)＋β＊ln(P) 
    ３．変数の定義は以下の通り。 
      Q 実質パソコン需要量（四半期毎ごと一世帯あたりパソコン消費支出額を 

価格指数で除した） 
      GDP 実質 GDP 
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      P 相対価格（パソコンの価格指数を消費者物価指数（総合）で除した） 
    ４．推計期間：2000 年度第 1 四半期～2004 年度第 1 四半期。 
 
（３）ブロードバンド 
 データの制約から需要関数を推計することが困難であったため、各年度の価格と需要量

（DSL、CATV、FTTH 契約数）のデータから直接に台形面積（（価格低下前の需要量（上

底））＋（価格低下後の需要量（下底））×（価格低下幅（高さ））／２）を計算し、消費者

余剰の増加額を求めた。 
 
（備考）契約数及び価格は、総務省「情報通信に関する現状報告（各年版）」、IT 戦略本部「ベンチマーク

集」等より作成 
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付注４ IT 資本ストックデータの作成方法 
 
1．IT 投資額・IT 資本ストック額 
情報関連(IT)投資の範囲は、機械投資のうち、①事務用機械、②電子計算機・同付属品、

③電子通信機器(以上ハードウエア)、④受注ソフトウエアである。情報関連データについて

は、1974 年以前はデータの制約があり推計することが難しいため、推計開始年を 1974 年

とする。 
まず、ベンチマークである 1974 年の IT 資本ストックを推計し、1975～2003 年につい

ては、設備投資額と資本減耗率から毎年の IT 資本ストックを推計する。なお、価格は 1995
年基準である。以下では、ハードウエアとソフトウエアそれぞれについて作成方法を示す。 
 
【ハードウエア】 
 まず、総務省『産業連関表』、『産業連関表接続表』の固定資本マトリクスより、上記

IT 投資の範囲に当てはまるものを抽出し、5 年おきの実質 IT 投資額を求める。毎年のデ

ータ系列は、経済産業省『機械統計月報』、大蔵省『貿易統計』の IT 財に関する部分を

利用して推計する。この際、実質化には国内卸売物価指数、国内企業物価指数を利用し

て作成したデフレーターを用いている。日本電電公社と日本国有鉄道については、固定

資本マトリックスから IT 関連資産を抜き出し、中間年については構成比を線形補完して

作成している。 
ベンチマークである 1974 年の IT 資本ストックは、(1)式から計算する。 

( )δ+=− gIKIT t /t1                          (1) 
ここで、 75=t とすると、 74KIT は 1974 年の IT 資本ストック、 75I は 1975 年の IT 投

資であり、 g と δは、それぞれ 1975～79 年の IT 投資の年平均増減率と固定資本減耗率

である。資本減耗率は、Fraumeni (1997)の品目別数値を採用している。 
さらに、1975～2003 年については、(2)式から求める。 

1)1( −−+= ttt KITIKIT δ                          (2) 
 
次に産業別の IT 投資額であるが、1975 年以降 5 年毎の値は固定資本マトリクスから、

IT の範囲に含まれる部分を抜き出し、IT 投資額としている。中間年については、5 年毎

の産業別構成比を求め、これを線形補完し各産業の合計値に掛け合わせることにより、中

間年の産業別 IT 投資額を作成している。 
産業別の資本ストック作成については、マクロベースと同様(1)、(2)式を利用して作成

する。 
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【ソフトウエア】 
内閣府『国民経済計算年報』の 1985～2002 年のソフトウエア投資額に、『産業連関表』

から求めた民間部門の比率を乗じて、ソフトウエアの民間投資額(名目)を算出する。1980
～84 年については、経済産業省『特定サービス産業実態調査(情報サービス業編)』のソ

フトウエア年間売上高伸び率から計算している。なお、1970 年代については、データの

制約から推計を行っていない。 
実質化のためのデフレーターは、『国民経済計算年報』から得られるデフレーターを利

用している。このデフレーターで、名目の民間ソフトウエア投資額を除して、実質民間

ソフトウエア投資額を算出する。 
資本減耗率は、『国民経済計算年報』のソフトウエア設備投資とソフトウエアストック

から計算した 1991～2002 年の平均値を採用する。 
1979 年のソフトウエアストックを、1980～85 年のソフトウエア投資額と資本減耗率か

ら、(1)式の方法で求め、1980～2002 年については(2)式によって算出する。 
2003 年のソフトウエア投資は、民間企業資本ストック統計の「無形固定資産」の実質

値(取付ベース)から 2002～03 年の伸び率を計算し、2002 年の実質ソフトウエア投資に掛

けることにより 2003 年の実質ソフトウエア投資額を作成している。この投資額を(2)式に

代入することにより、2003 年のソフトウエアストック額を作成することができる。 
  
産業別のソフトウエア投資は、『情報処理実態調査』のソフトウエア購入費とソフトウ

エア作成委託料の合計値を利用する。この合計値から産業別の伸び率をまず求めておく。

1995 年のマクロベースの投資額を固定資本マトリックスの産業別構成比に掛け合わせる

ことにより 1995 年の産業別のソフトウエア投資額を求めている。 
こうして、1995 年の産業別の値と先ほど求めた産業別の伸び率から、産業ごとの投資

額を計算することができる。 
なお、実質化とストック化については、マクロベースと同様である。 

 
2．非 IT 投資額・非 IT 資本ストック額 
 
【非 IT 投資額・非 IT 資本ストック額】 

非 IT 投資額、非 IT 資本ストック額は、以下の全体の新設投資額、純資本ストック額

から IT 投資額、IT 資本ストック額を引いた値として定義している。 
 
【新設投資額・純資本ストック額】 

 純資本ストックは、1970 年の純資本ストック額を推計してベンチマークとし、それ

以降は新設投資額と固定資本減耗率から恒久棚卸法を用いて作成した。価格は 1995 年

基準である。資産は、機械と建設の 2 分類に分け、1970～2003 年まで推計している。 
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 まず、ベンチマークである 1970 年の純資本ストックは、『1970 年国富調査』のデー

タを利用する。これは、1970 年価格であるので、『国民経済計算年報』から求めたデフ

レータを用いて 1995 年価格に変換する。日本国有鉄道と日本電電公社については国営

企業の運輸と通信のデータを利用している。 
 新設投資額は、次のように作成している。まず、固定資本マトリックスから建設と

機械投資について、民間の投資比率を作成する。中間年についてはそれぞれ線形補完

を施している。この比率に、『国民経済計算年報』の形態別総資本形成の箇所から得ら

れる、住宅以外の建物、その他の構築物、育成資産の 3 種類の投資額計を民間比率(建
設)に掛け合わせて建設投資額を作成している。また、輸送用機械、その他の機械設備

の合計投資額に民間比率(機械)を掛け、機械投資額を作成している。 
日本電電公社と日本国有鉄道の投資額については、経済企画庁総合計画局編『日本

の社会資本―21 世紀へのストック―』から得られる新設投資額を利用している。資産

構成比については固定資本マトリックスを利用する。 
固定資本減耗率は Hayashi and Inoue (1991)や小川・北坂 (1998)らが算出した固定

資本減耗率を 2 部門に統合して適用している。1971～2002 年までの t 年の純資本スト

ック tK は、t 年の新設投資額 tI 、固定資本減耗率δ と1970年の資本ストックを用いて、

(3)式より算出している。 
1)1( −−+= ttt KIK δ                           (3) 

また、2003 年の実質新設投資額は、民間企業資本ストック統計の全産業の実質値(取
付ベース)から 2002～03 年の伸び率を求め、その伸び率とすでに得られている 2002 年

の実質新設投資額の値から、2003 年の実質新設投資額を作成した。この実質新設投資

額を(3)式に代入することにより、2003 年の純資本ストックを求めている。 
 
次に、産業別の純資本ストック作成について記述する。まず、ベンチマークである

1970 年の純資本ストックは、マクロベースと同じ方法である。 
新設投資額についても上記した通りで、固定資本マトリックスから産業別の建設と

機械の民間投資比率を作成し、これに 2 種類の新設投資額の合計を掛け合わせること

で産業別の新設投資額を作成している。 
固定資本減耗率はマクロベースの値を作成した際と同様であり、(3)式を利用して純

資本ストックを作成している。 
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付注５ 労働生産性の要因分解について 

 

1980～2003 年のデータを用いて、IT 資本ストックと非 IT 資本ストックとを区分した以

下のコブ・ダグラス型生産関数を想定し、労働生産性(Y/L)上昇率を①IT資本装備率(KIT/L)

要因 ②非 IT 資本装備率(KnonIT/L)要因 ③TFP(A)要因に分解した。その上で、TFP 要因をネ

ットワーク効果要因とその他に分けた(ネットワーク効果の推定方法については付注 6を参

照)。 

γβα
ITnonIT KKALY =  

　①　　　　②　　　　　　　　　　　　　③　

　分解式 )
/

)/(()
/

)/((
/

)/()(
LK
LK

LK
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A
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IT

nonIT

nonIT ∆
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∆
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Ｙ：付加価値額 Ａ：ＴＦＰ Ｌ：労働投入量 ＫnonIT：非 IT 資本ストック       

ＫIT：IT 資本ストック α：労働分配率 β：非 IT 資本分配率 γ：IT 資本分配率 
 
※非 IT 資本ストック及び IT 資本ストックについては、前年度末（＝当年度期首）のデー

タを用いた。 
 
【データ】 

Ｙ： 93SNA ベースの経済活動別国内総生産の「産業」の値（持家含まない）。ただし、

93SNA での遡及は 1980 年までなので、70～79 年については 68SNA ベースの値の

伸び率を利用し、80 年から遡って推計。また、国民経済計算（確報）は 2002 年まで

なので、2003 年の産業合計値については、経済産業省の全産業活動指数(農林水産業

生産指数を除く)の 2002～03 年の伸び率を利用し推計。 
 Ｌ：就業者数×労働時間 

（就業者数）国民経済計算の「産業」の就業者数。ただし、93SNA での遡及が 1980
年までなので、70～79年については68SNAベースの値の伸び率を利用し、

80 年から遡って推計。国民経済計算（確報）は 2002 年までなので、2003
年については、『労働力調査』の就業者数(公的部門含む)の 02～03 年の伸び

率を利用し推計。 
  （労働時間）『毎月勤労統計調査』中の事業所規模が 30 人以上の月間総実労働時間数(調

査産業計)。 
   α、β、γ：それぞれ、以下の数式で算出している。 

・労働分配率＝(雇用者報酬＋個人企業の営業余剰(持家除く))÷名目付加価値額 
・資本分配率(%)＝100(%)－労働分配率(%) 
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・IT 資本分配率(%)＝資本分配率(%)×IT ストック(含ソフトウエア)のコストシェア 
・非 IT 資本分配率(%)＝資本分配率(%)－IT 資本分配率(%) 
・IT ストック(含ソフトウエア)のコストシェア＝(IT 資本コスト×IT 資本ストック)

÷(資本コスト×資本ストック) 
・資本コスト＝投資財価格×(実質金利(%)＋減耗率(%)) 
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付注６ IT のネットワーク効果(外部波及効果)の推計について 

 

本推計では、IT投資による生産性上昇の産業を超えた外部波及効果が見られるかど

うか、すなわち、他産業との取引を通じて、他産業の IT 資本ストックの増加が自産業

の TFP の増加にプラスの効果を与えているかを定量的に捉えることを目的としている。 

具体的には、他産業における IT 資本ストックの増加率と自産業の TFP 上昇率に正の

相関が見られるかを回帰分析により検証した。その際、強い取引関係にある産業の IT

資本の増加ほど波及効果が働くとの考え方に基づき、他産業の IT資本増加率を自産業

との取引額のシェアでウェイト付けして、加重平均した。 

推計は、1980～2002 年までの産業別パネルデータを用いて行った。取引額のウェイ

ト付けは、①供給側・需要側を合わせた全ての取引のシェアを用いた場合 ②供給側・

需要側それぞれの取引シェアを用いた場合 の 2つのパターンで行った。推計 2は、自

産業への供給側に位置する産業と需要側に位置する産業のどちらにおける IT 化が、自

産業の TFP の増加により強い効果を与えているかを捉えることができる。 

 
（推計式） 
【推計 1】 

　iIOIO
i

i XC
A
A

_λ+=
∆

 

ただし、Ai：i 産業の TFP Ｃ：定数項 X：他産業の IT 資本伸び率を示す変数 
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ただし、W：取引額によるウェイト KIT_j：j 産業の IT 資本ストック(前年度末値＝当年度

期首値を使用) Ｍji：j 産業から i 産業への中間投入量 Ｄji：i 産業製品への j 産業の需要量  
 
【推計 2】 
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【データ】 
 A(産業別 TFP)：付注 5 と同様、コブ・ダグラス型生産関数を想定し、以下の式で算出し

ている。 

 )()()(
_

_

_

_

iIT

iIT

inonIT

inonIT

i

i

i

i

i

i
K
K

K
K

L
L

Y
Y

A
A ∆∆

−
∆

−
∆

=
∆

－γβα  

  Ｙ：付加価値額・・・93SNA ベースの経済活動別国内総生産の各産業の値(不動産業

については持家分を除く)を利用。80 年以前については、68SNA
ベースのデータを利用し遡及。 

   Ｌ：労働投入量・・・就業者数×労働時間 
（就業者数）国民経済計算の各産業の就業者数。 

  （労働時間）『毎月勤労統計調査』中の事業所規模が 30 人以上の月間総実労働時間数

において、産業ごとの数値を利用。 
Ｍ、Ｄ：SNA 産業連関表のデータを使用。 
α、β、γについては、付注 5 と同様の方法で、産業別分配率を算出している。 

   なお、産業分類について、産業連関表の産業分類と合わせるための調整を行ってい

る（SNA では「その他製造業」に含まれる「身廻品」を「繊維製品」に、「製材・木製

品」・「家具」を「パルプ・紙」にそれぞれ分類し直している。）。 
 
【推計結果】 
・推計期間 1981～2002 年、産業数 22 のパネルデータによる推計（標本数 484） 
・カッコ内は t 値。**：有意水準 5％、*：有意水準 10％で係数がそれぞれ有意であること

を示す。 
 λIO λI λO Adjusted.R2 D.W. 
推計 1 0.030* 

(1.777) 
－ － 0.166 1.703 

推計 2 － 0.108** 
(2.031) 

-0.036 
(-0.759) 

0.169 1.706 

※固定効果モデルによる推計結果。なお、ランダム効果モデルにより推計した場合でも、

結果に大きな差は生じなかった。 
※また、宮川・伊藤・原田(2004)にならい、需要要因が TFP に与える影響を考慮するため、

各産業の輸出が産出額に占める割合を説明変数として加えても、結果に大きな差は生じ

なかった。 
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【生産性上昇への外部波及効果の寄与の算出方法】 
推計 1 を基礎に、TFP 上昇率のうち外部波及効果により説明できる部分を算出した。 
まず、推計 1 の係数に、取引額シェアでウェイト付けした他産業における IT 資本の伸

び率 XIOを掛け、各産業の TFP 上昇率のうち外部波及効果による部分を求めた。次にこ

れを、各産業の付加価値額シェアでウェイト付けして加重平均することにより、マクロ

における TFP 上昇の外部波及効果要因を求めた。 
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付注７ IT 投資の限界生産力の推定 

 
 
 IT 資本ストックを含むコブ・ダグラス型生産関数を推定し、それを基に、IT 投資と

非 IT 投資の限界生産力を推定した。 
 
１．生産関数の推定 

（推定式） 

 労働投入、非 IT 資本ストック、IT 資本ストックを生産要素とする収穫一定のコブ・

ダグラス型生産関数を想定し、対数線型の労働生産性関数に変換して推定した。 
 

)/ln()/ln(ln)/ln(
)1(

LKLKALY
KKALY

ITnonIT

ITnonIT

γβ
γβαγβα

++=⇔
=++=  

 
  ただし、Y: 実質付加価値額、A: 全要素生産性（TFP）、L: 労働投入、 

KnonIT: 実質非 IT 資本ストック、KIT: 実質 IT 資本ストック 
  データの出所、作成方法については、付注４、５を参照 
 
（推定結果） 

β γ adj.R2 D.W. 
0.292** 
(2.240) 

0.122** 
(2.568) 

0.996 1.593 

推定期間： 1980 年～2003 年 
１階の系列相関を想定した一般化最小二乗法（GLS）による推計 
カッコ内はｔ値、***は 1％有意、**は 5％有意、*は 10％有意 

 
 
２．限界生産力の推定 

 上記のコブ・ダグラス型生産関数から得られる以下の式に、β、γの推定値および

直近 2003 年の Y, KIT, KnonITの値をそれぞれ代入して求めた。 
 

非 IT 資本の限界生産力： 
nonITnonIT K
Y

dK
dY β=  

IT 資本の限界生産力：  
ITIT K

Y
dK
dY γ=  
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付注８ 企業ミクロデータによる IT の生産性効果の分析 

 

企業 Web 調査「IT が企業の生産性や経営組織改革に与える影響に関する調査」の個票デ

ータと企業の財務データを組み合わせたミクロデータを用い、企業の IT 化の進展と、それ

に伴う組織改革や人的資本面における対応が、企業の生産性に与える影響を分析した。 

 

１．推計式と推計結果 

（１）推計式 

最小二乗法で推計した。 

LHHLHH DDDLKY 321)ln()ln()ln( δδδγβα +++++=  

なお、推計にあたり業種によるコントロールを行っている。 

 
（変数の定義・作成方法） 

:Y 2003 年度の付加価値額（＝人件費・労務費＋賃借料＋租税公課＋減価償却費

＋支払特許料＋純金利負担＋利払い後事業利益、）を経済活動別国内総生産の

産業別デフレータにより実質化。業種区分は東証業種分類に従った。 

:K 2003 年度末の実質資本ストック。恒久棚卸法を用いて求めた。 

まず各企業について、有形固定資産額の毎年の増分を算出し、これをネット

の設備投資額とする。次に、ネットの設備投資額に減価償却費を加え、グロス

の設備投資額を求める。 

これを SNA 上の民間企業設備投資デフレータでデフレートし、グロスの実

質設備投資額を得た。減価償却率については、減価償却費を前期末の有形固定

資産で除すことで求めた。 

各企業の資本ストック流列については、当初年度（1983 年度以前から存在す

る企業については 1983 年度、それ以外の企業は企業の設立年度、ただし業歴

が 10 年に満たない会社を除く）の実質有形固定資産を実質資本ストックの初

期値とした上で、恒久棚卸法、すなわち次の式に従って求めている。 

1)1( −−+= itititit KIK δ  

ここで、 itK ：企業 i の時点 t における実質資本ストック, itI ：企業 i の時

点 t におけるグロスの実質設備投資額、 itδ ：企業 i の時点 t における減価償却

率、である。 
:L 2003 年度の労働投入。各企業における期末総従業者数を用いた。 

:,, LHHLHH DDD ダミー変数。まず、各企業毎に①IT 化、②人的資本、③企業組

織の程度をスコア化した指標を作成し、各企業毎にこれらのスコアが平均より

高い（H）グループに属するか低い（L）グループに属するかを判別した（スコ

ア化の方法は３．を参照）。その上で、IT 化×企業組織について、 
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C lnK lnL HH HL LH AdjR2
係数 2.874 0.212 0.784 0.211 0.108 0.07 0.911
ｔ値 24.027 12.318 32.676 3.863 1.821 1.008 　

　 *** *** *** *** * 　 　
係数 2.899 0.212 0.79 0.149 0.07 -0.07 0.91
ｔ値 24.142 12.333 33.224 2.828 1.243 -1.001 　

　 *** *** *** *** 　 　 　

ＩＴ化×人的資本

ＩＴ化×企業組織

高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業
IT化×人的資本 123.5 111.5 107.2 100.0
IT化×企業組織 116.0 107.2 93.3 100.0

(1) IT 化、企業組織改革ともに平均より高い企業（HH） 

(2) IT 化は進んでいるが、企業組織改革では低い企業（HL） 

(3) IT 化は低いが、企業組織改革は高い企業（LH） 

(4)どちらも低い企業（LL） 

の４つのグループに分け、ダミー変数を作成した。IT 化×人的資本についても

同様に作成した。 

 
（データ） 

・企業向け Web 調査「IT が企業の生産性や経営組織改革に与える影響に関する

調査」（回答数 1,423 社、うち財務データをマッチングできた企業データは 614

社） 

・日経 NEEDS-Financial QUEST 企業財務データベース 

・内閣府経済社会総合研究所『国民経済計算』 

 
（２）推計結果 

 

 

 

 

 

注：***は 1 %水準で有意、**は 5 %水準で有意、*は 10%水準で有意。 

 

（３）組み合わせ別 TFP の算出 

各推計式から得られた係数をもとに、低低の企業からの生産性（TFP）の乖離を以下の式

により算出した。なお、低低の企業を 100 として基準化して表記した。 

高高の場合 11 −δe 、高低の場合 12 −δe 、低高の場合 13 −δe 。 
なお、 321 ,, δδδ はそれぞれ、ダミー変数 HH, HL, LH の係数である。 

 

 
 
 
（４）有意性の検定 

 上記（２）の推計結果は低低の企業を基準として推計したものであり、高高、高低、低

高の企業が低低の企業と比べて生産性に有意な差があるかを見ることができる。一方、高

高の企業を基準とした推計も行い、以下のように有意性を確認した。これを見ると、例え

ば IT 化だけを進めて企業組織改革を進めていない企業は、どちらも進めていない企業と比
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低低（平均以下の組み合わせ）を基準とした場合
高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業

IT化×人的資本 *** *
IT化×企業組織 ***

高高（平均以上の組み合わせ）を基準とした場合
高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業

IT化×人的資本 ** ** ***
IT化×企業組織 * *** ***

（IT化効果：IT化下位 企業組織下位

の企業を100として基準化）

127.1

106.9

115.4

100.0

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

IT化上位 IT化上位 IT化下位 IT化下位

企業組織上位 企業組織下位 企業組織上位 企業組織下位

企業の組織改革とIT化効果

（IT化効果：IT化下位 人的資本下位

の企業を100として基準化）

123.1

109.9
113.3

100.0
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100
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130

IT化上位 IT化上位 IT化下位 IT化下位

人的資本上位 人的資本下位 人的資本上位 人的資本下位

企業の人的資本面の対応とIT化効果

べても生産性は有意な差は生じていない一方で、両方とも進めた場合には IT 化のみ進めた

場合よりも 10％水準で有意に生産性が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：***は 1 %水準で有意、**は 5 %水準で有意、*は 10%水準で有意。 

 

 

２．IT 化の効果スコアによる分析 

 アンケート調査の回答企業 1423 社のうち、財務データとマッチングができたのは 614 社

だけとなっている。これらは全て上場企業であり、従って大企業に偏ったサンプルである。

このため、全ての調査対象企業を対象にした分析として、アンケート・データから IT 化の

効果に関する指標をスコア化し、企業の IT 化の進展と、それに伴う組織改革や人的資本面

における対応が、IT 化の効果に与える影響を分析してみた（IT 化効果スコアの作成方法に

ついては、３．を参照）。 

 この結果、IT 化と企業組織改革（または人的資本面の対応）の両方を進めた企業の方が、

IT 化効果が有意に高くなっており、生産性との関連をみた分析と同様の結果となっている。 
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低低（平均以下の組み合わせ）を基準とした場合
高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業

IT化×人的資本 *** *** ***
IT化×企業組織 *** *** ***

高高（平均以上の組み合わせ）を基準とした場合
高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業

IT化×人的資本 *** *** ***
IT化×企業組織 *** *** ***

 

 

 

 

  

 

 

注：***は 1 %水準で有意、**は 5 %水準で有意、*は 10%水準で有意。 

 

 

３．スコアリング方法 

（１）IT 化の進展指標 

以下の①～③の各項目をそれぞれ平均０、分散１となるよう標準化して合計し、平均値

を境に高い企業と低い企業を判別した。 

① ネットワークの接続状況： 企業内通信網、企業間通信網、インターネットの接

続状況、のそれぞれの回答に、 

全社的に構築・接続している：4 点 

一部の部門で構築・接続している：3 点 

構築・接続していないが予定がある：2 点 

構築・接続しておらず予定もない：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 

② IT 化進展度（ネット、メールの普及度）：企業内通信網や企業間通信網、もしく

はインターネットに接続しているパソコンの設置度合いについて、 

１人に 1 台以上：6 点 

2～3 人に 1 台程度：5 点 

４～5 人に 1 台程度：4 点 

６～9 人に 1 台程度：3 点 

10 人以上に 1 台程度：2 点 

職場にパソコンがない：1 点 

および e-mail アドレスの付与度合いについて、 

1 人に 1 アドレス以上：5 点 

2～5 人に 1 アドレス程度：4 点 

6～10 人に 1 アドレス程度：3 点 

全社で 1 アドレス程度：2 点 

e-mail は利用していない：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 
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③ 情報システム導入・連携状況：人事・給与、会計・経理、生産、営業等の業務

毎の情報システムの導入状況および連携状況につき、 

（導入状況） 

ほぼ全ての業務に導入：3 点 

一部の業務に導入：2 点 

導入していない：1 点 

（連携状況） 

社内の他業務の情報システムと連携している場合：+ 1 点 

社外の情報システムと連携している場合：+ 1 点 

とし、存在する業務部門について平均をとり標準化して合計した。 

 

（２）人的資本指標 

以下の社内人材育成積極度指標と人員効率活用積極度指標を足し合わせ、平均値を境に

高い企業と低い企業を判別した。 

① 社内人材育成積極度： 社内研修の実施、従業員の外部講習会への派遣、従業

員の個人学習に対する支援、のそれぞれの回答につき、 

積極的に取り組んだ：4 点 

ある程度取り組んだ：3 点 

あまり取り組んでいない：2 点 

全く取り組んでいない：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 

② 人員効率活用積極度： 専門的人材の正規雇用、人材派遣会社から専門的人材

を必要に応じ活用、社内人材配置の流動化、IT 関連業務のアウトソーシング

のそれぞれの回答に、 

積極的に取り組んだ：4 点 

ある程度取り組んだ：3 点 

あまり取り組んでいない：2 点 

全く取り組んでいない：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 

 

（３）企業組織改革指標 

経営組織（分権化、柔軟化各指標）の進展度に関する以下の指標を、平均値を境に高い

企業と低い企業を判別した。 

組織構造のフラット化、下部組織への権限委譲、情報伝達のボトムアップ化、

情報伝達のトップダウン化、アウトソーシング、組織の縦割り主義の解消、組

織の地理的分散化、分社化、在宅勤務、のそれぞれの回答につき、 
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大きく進展した：4 点 

ある程度進展した：3 点 

あまり進展していない：2 点 

全く進展していない：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 

 

（４）IT 化効果指標 

 IT 化の推進による効果に関する以下の指標を、 

売上の拡大、顧客満足度の向上や新規顧客の開拓、業務革新・業務効率化・コ

ストの削減、従業員の満足度向上や職場の活性化、社内コミュニケーションの

円滑化・社内情報の共有化、製品やサービスの質・付加価値の向上、のそれぞ

れの回答につき、 

効果が十分あった：5 点 

効果がある程度あった：4 点 

わからない：3 点 

効果があまりなかった：2 点 

効果が全くなかった：1 点 

と段階的に得点を与え合計した。 
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